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　1.　は じ め に 
現在，わが国においては全国的に少子高齢化，
人口減少，情報化社会の進展が著しい。とりわ
け，少子高齢化，人口減少においては，わが国
全体の問題であるが，特に地方で顕著であり労
働力の確保などにおいても課題を抱えている。
同時に，第 4次全国総合開発計画（4全総）で
も進められたように，多極分散型国土の構築の
ための交流ネットワーク構想の開発方式の下
で，情報・通信ネットワークが全国いたるとこ
ろに整備された。これらを契機に迎えた，「情
報化社会」は，インターネットをはじめとした
情報通信機器が身近となり，Amazonや楽天市
場に代表されるインターネットを介した「ネッ
ト・ビジネス」が普及した。これにより，従来
の小売店からネット・ビジネス企業への代替や
さらに生産→卸売→小売という一般的な流通プ
ロセスを経ない生産者からの直売，オンデマン
ド型の販売といった販路拡大，付加価値化へ寄
与している。
同時に，地域ブランドやブランド化による他
地域との差別化を図ろうという展開が全国的に
見られる。
一方で，わが国における地方とくに山間地域
や中山間地域の現状は，都市部への若年人口の
流出に代表されるように少子高齢化，人口減少
が与える影響は大きい。さらには，「増田レポー
ト（2014）」1で指摘されたように「地方自治体
消滅」の可能性をはらんでいる。
本稿においては，特に山間地域や中山間地域
と称されるような地域の振興を県全体の課題と
して長らく取り組んできた宮崎県において，路
線バスと宅配便事業者との連携による客貨混載
便による取組，および西米良村における「西米
良サーモン」の海外への販路拡大と客貨混載の
役割を主たる内容として見ていく。とくに，こ
の宮崎県での事例（ヒアリング，統計資料等）
を基に，少子高齢化，人口減少という現代を背
景として，地方が抱えている問題を把握するこ
とで，「地域経営」という観点への発展可能性
を探るものである。
　2.　先行研究のレビュー
本稿で対象としている地域は宮崎県の西都市
および西米良村という宮崎市の北西に位置する
 1　増田寛也編（2014）『地方消滅』，中公新書，
pp. 240-241における宮崎県内で 2040年までに
消滅する可能性の高い自治体として，日之影町，
西米良村，椎葉村，高千穂町，高原町，美郷町，
諸塚村，都農町，五ヶ瀬町，綾町の 10町村が
挙げられている。一方で，前田（2004）におい
ては，2002年の人口予測では，2030年までに
は人口が 2,500人になるという，財団法人日本
統計協会の推計値が記載されている（p. 4）。し
かし，本稿において第 3章で後述するが，西米
良村の人口は現在も減少傾向にある。
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地帯である。地理的には西都市の西部から西米
良村においては九州山地にかかり，いわば人口
が少ない中山間地域，山間地域に属する地域で
ある。一方で，農山村，中山間地域，山間地域
とはどのような地域を指すのであろうか。農業
地域の類型としては，農林水産省（農水省）に
より表 3-1のように分類されている。農水省で
は，都市的地域を除き，自治体内の耕地率，水
田率を指標としている。本稿において，中山間
地域，山間地域というときには表 2-1内の「中
間農業地域」および「山間農業地域」を指すも
のである。ここで，中山間地域について比較的
早く着目したのが保母（2013）2であろう。保母
（2013）においては，わが国の特に農山村に対
する政策の矛盾を批判的に捉え，「内発的発展」3
による地域再生特に農山村の再生について，わ
が国各地 4の地域を取り上げ，政策的提言を行っ
ている。とりわけ，「地域を総合的に管理する
という視点に欠けていた」5というのがわが国の
 2　中山間地域の現状について，比較的早くから着
目したものとして，保母（1996）が挙げられる。
またこれを改訂したものが保母（2013）である。
本稿を執筆するに際しては，保母（2013）を参
照した。
 3　保母（2013），p. iv～v.では，「内発的発展」を
次のように定義している。（1）環境・生態系の
保全及び社会の持続可能な発展を政策の枠組み
としつつ，人権の擁護，人間の発達，生活の質
的向上を図る総合的な地域発展を目標とする。
（2）地域にある資源，技術，産業，人材，文化，
ネットワークなどのハードとソフトの資源を活
用し，地域経済振興においては，複合経済と多
種の職業構成を重視し，域内の産業連関を拡充
する発展方式をとる。地域経済は閉鎖体系では
ないため，「地域主義」に閉じこもるのではなく，
経済力の集中・集積する都市との連携，その活
用を図り，また，必要な規制と誘導を行う。国
家の支援措置については，地域の自立的意思に
より活用を図る。（3）地域の自立的な意思に基
づく政策形成を行う。住民参加，分権と住民自
治の徹底による地方自治の確立を重視する。同
時に地域の実態に合った事業実施主体の形成を
図る。
 4　北海道下川町，宮崎県綾町，新潟県塩沢町石内
地区，島根県海士町が主な事例で挙げられてい
る。
 5　保母（2013），p. 41.
農山村地域の現状を的確かつ簡潔に言い表した
ものであるといえるだろう。一方で，わが国の
中山間地域，山間地域の人口減少（過疎化），
経済的な疲弊をもたらしたのは「戦争，高度経
済成長による社会減と高齢化」6がいわれるが，
特に戦後の農地改革以降高度経済成長期におい
て，農村部から都市部への若年層の人口流出は
数多くの歴史的な経緯からの研究がなされてい
る7。さらには本間（2007）が指摘するように，「第
1次産業政策の誤謬につぐ誤謬」8が地方の地域
を衰退させた元凶であるとされる9。また，「過
疎地域対策緊急措置法」いわゆる「過疎法」に
よる様々な政策が実施されてきた10。
しかしながら，現在では高齢化の進展が著し
い地域をはじめ，わが国全体の地方あるいは地
域の再生・活性化について積極的に取り組まれ
ている。その多くが「観光」の拠点整備が多く
実施されているともいえる。長谷川（2013）で
は，中小地域の自治体の産業振興という観点か
らアンケート調査を行い，どのような地域産業
政策を実施しているかを把握し，現状の課題を
把握したものである。特に，「観光客誘致・イ
ベント」，「商店街活性化，地場産業発掘，ブラ
ンド化」などが施策としては，多いものの自治
体におけるノウハウの不足，自治体経営の観点
からマネジメント体系の位置付けの重要性を指
摘している。また，山本（2013）は，中山間地
域の拠点としての「道の駅」の役割に着目し，
道の駅の役割についての今までの変化として，
農産物の直売所・加工所・女性の活躍の場→農
林業の 6次産業化・商品化→地産地消・インター
ネット活用による情報発信と販売，事業展開・
 6　例えば，宮崎日日新聞社報道部ふるさと取材班
（1990），p. 9.  
 7　例えば，吉川（2012），今井（1968）を参照。
 8　本間（2007），pp. 24-25.
 9　この指摘については，本稿が対象としている西
米良村も影響を受けているといえる。詳しくは
次章で述べる。
10　 これについては，第 3章で述べる。ここでは宮
崎日日新聞社報道部ふるさと取材班（1990）参
照。
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運営制度の変化と段階的に変容し，今後はソー
シャル・ビジネス，防災拠点，農林業と都市住
民のニーズに対応した地域の拠点としての道の
駅の役割を考察している。
同時に，近年の社会情勢は情報化の進展が著
しく，情報通信ネットワークの整備が全国津々
浦々に浸透している。その影響を受けて，イン
ターネットを通じた「ネット・ビジネス」が広
まっている。ネット・ビジネスの特徴としては，
従来の商品に加えて，その販路が広く種々の商
品を扱えることであり，いわば「ニッチ市場」
が無数に台頭することである11。そのため山本
（2013）の記述にもあるように，中山間地域の
ような生産量が少なく，アクセスの良くない地
域においても必ずしも来訪せずとも販売できる
11　例えば，クリス・アンダーソン・篠森訳（2009），
第 1章を参照。
という特徴を有している12。そのようなことか
ら，インターネットを通じたビジネスが中山間
地域，山間地域でも取り組まれている。
さらには，ネット・ビジネスの近年の普及に
より，商品の輸送業者に係る負担が近年急激に
増加している（例えば⻆井（2017））という指
摘は数多い。そのため，小口輸送においては配
達時間の遅れ，料金値上げ等が 2017年後期よ
り大きな社会問題となっている。特に，配達員
の人員不足が話題となっている。つまり消費者
12　一般的にネット・ビジネスにおいては，探索費
用の低減（アンダーソン（2009），p. 96など），
創業費用の資金が少ないなど，コスト削減の「誤
解」があったとされる（遠山他（2003），pp. 
199-200）。しかし，遠山（2003）らでも指摘し
ているように，成功したビジネスモデルは非常
に少ないにも関わらず，現在においても，新規
参入者においてはこの誤解を有している場合が
多いと思われる。
表 2-1　農業地域類型（農業統計に用いる地域区分）
第 1次分類 第 2分類
区分 基準指標 区分 基準指標
都市的地域
○可住地に占める DID面積が 5%以上で，人口密度 500人以
上又は DID人口 2万人以上の市区町村及び旧市区町村。
○可住地に占める宅地等率が 60%以上で，人口密度 500人以
上の市区町村及び旧市区町村。ただし，林野率 80%以上のも
のは除く。
水田型 水田率　70%以上
田畑型 水田率　30%～ 70%
畑地型 水田率　30%未満
平地農業地域
○耕地率 20%以上かつ林野率 50%未満の市区町村及び旧市区
町村。ただし，傾斜 20分の 1以上の田と傾斜 8度以上の畑の
合計面積の割合が 30%以上のものを除く。
○耕地率 20%以上かつ林野率 50%以上で傾斜 20分の 1以上
の田と傾斜 8度以上の畑の合計面積の割合が 10%未満の市区
町村及び旧市区町村。
水田型 水田率　70%以上
田畑型 水田率　30%～ 70%
畑地型 水田率　30%未満
中間農業地域
○耕地率が 20%未満で，「都市的地域」および「山間農業地域」
以外の市区町村及び旧市区町村。
○耕地率が 20%以上で，「都市的地域」及び「平地農業地域」
以外の市区町村及び旧市区町村。
水田型 水田率　70%以上
田畑型 水田率　30%～ 70%
畑地型 水田率　30%未満
山間農業地域
○林野率 80%以上かつ耕地率 10%未満の市区町村および旧市
区町村。
水田型 水田率　70%以上
田畑型 水田率　30%～ 70%
畑地型 水田率　30%未満
注 : 1　順位決定 : 都市的地域→山間農業地域→平地農業地域・中間農業地域
　　2　 DID［人口集中地区］とは，人口密度約 4,000人 /km2以上の国勢調査基本単位区のいくつか隣接し，
合せて人口 5,000人以上を有する地区をいう。
　　3　傾斜は，1筆ごとの耕作面の傾斜ではなく，団地としての地形上の主傾斜をいう。
出典 : 農林水産省。
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においては，輸送に係る費用の増加といった輸
送サービス水準の低下につながっていると見る
ことが出来る。
このような背景の下で，本稿においては以下
で宮崎県西都市および西米良村を対象として，
これら地域の変遷，現状を整理し，その後，章
を改めて当該地域における中山間地域，山間地
域における輸送と地域ビジネスについて見てい
く。
　3.　本稿での対象地域の概況
ここでは，本稿において対象としている西都
市，西米良村の概況について以下で見ていくこ
ととする。
3-1　西都市
西都市は農水省が定義している，先に示した
表 2-1の区分では，市全体としては中間農業地
帯の田畑型に分類される。つまり平地と山間地
帯が混在している農地の利用となっている。ま
た，西都市より公開されている統計13に基づけ
ば，平成 27年（2015年）の 15歳以上の人口
14,928人の内，従事者の割合から見た産業構造
としては第 3次産業のサービス業（27.2%）が
多いものの，次いで第 1次産業の農業（24%）
が多いという特徴がある。特に，第 1次産業に
おいても特定の品種に限定されず，米，野菜，
工芸作物，果樹，畜産に分類され，2016年度
の 1戸当たりの平均生産額は 12,470（千円）と
なっている14。また，企業誘致にも積極的に取
り組んでおり，2017年 4月現在 21社の誘致企
業が立地している15。さらには，グリーンツー
リズムやスポーツキャンプ，スポーツイベント
13　『数字で見る西都　平成 29年 11月発行』，p. 14.
14　同上，p. 26.なお，生産額としては，普通作物
（1,120百万円），野菜（8,980百万円），果樹（721
百万円），特用作物花き（583百万円），畜産物
（12,842百万円），水産（127百万円）であり，
野菜，畜産物が主要である。
15　同上，p. 80.
といった，従来の観光とはやや異なる視点から
の来訪者数の誘致に取り組んでいる。
このような経済的な背景を有している西都市
ではあるが，元来は隣接しあう 1町 4村の合併
によって誕生したという経緯がある。とりわけ
大きな流れとしては，1955年に妻町（都市的
地域水田型）と上穂北村（中間農業地域田畑型 : 
これについては，表 2-1における農水省の分類
（29年改訂）による。以下同じ）が合併し西都町
に 1958年に市制施行後，1962年には三財村（中
間農業地域田畑型），東米良村（山間農業地域
田畑型）との西部の山間地域の村との合併に
よって市圏域が拡大してきた。一方人口水準は，
1960年（昭和 35年）の 50,948人をピークに，
減少の一途をたどり，1970年には過疎地域に
指定されるなど現在まで人口減少が続いてい
る16。なかでも，先述の保母（2013）の冒頭で
も過疎農山村の現代的な課題として紹介されて
いるように市内の寒川集落が自然消滅（高齢化，
人口減による集団移転）するということが注目
された17。寒川集落は，宮崎日日新聞社報道部
ふるさと取材班編（1990）によれば，400年以
上の集落としての歴史があり，西都市と隣接す
る西米良村からの移住者が開いたとされる18。
一方で西都市の交通網は，西都市が公表して
いる統計の冒頭に記されている「西都市のあゆ
み」によれば，1926年県営軽便鉄道妻線，佐
16　同上，pp. 2～12.
17　保母（2013），pp. 1～2.なお，この消滅した寒
川集落については，宮崎日日新聞によって特集
が組まれ，後に宮崎日日新聞社報道部ふるさと
取材班編（1990）として刊行されている。かつ
ての寒川集落は，旧三財村に位置し，1990年
に西都市福王寺地区に集団移転する際には，6
戸，13人，最少齢が 60歳，最高齢が 90歳であっ
た。詳しくは，宮崎日日新聞社報道部ふるさと
取材班編（1990），pp. 18-65を参照。
18　宮崎日日新聞社報道部ふるさと取材班編
（1990），pp. 1～2.西米良から越小野（現西米良
村），蛇籠，立花，寒川と尾根伝いに移転して
きたという住民のインタビューが掲載されてい
る。現在の状況については，越小野，寒川は地
図上に記載があるものの，蛇籠，立花は河川名，
ダム名に残るのみである。
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土原-妻線竣工以降，1984年の国鉄妻線廃止ま
での間，日豊本線佐土原駅～杉安駅までの
26.7 kmの鉄道があった。一方，バス路線にお
いては，1946年省営バス妻～湯前間の米良自
動車線，1953年国鉄バスにより妻～人吉（熊
本県）線が開業しており（これらのバス路線は
現在廃止），西都市の中心部である妻が交通の
結節点としての役割を現在まで担っている。し
かし，当時の国鉄妻線自体が国鉄の分割民営化
を待たずに廃止されるなど，利用者自体は少な
かったと思われる19。しかし，杉安から妻間は，
5.8 kmであり，当時から西都市西部方面への
交通の便は必ずしも良くはなかったことが，当
時の時刻表などの資料を見ても類推される。
3-2　西米良村
宮崎県と熊本県の県境に位置する西米良村
は，山間農業地域田畑型に分類されており，
2015年の国勢調査結果において，1,089人，平
均年齢約 53.8歳の宮崎県内で最も人口の少な
い自治体である。図 3-1からも明らかなように
今後も人口減少が進むと想定されている。
西米良村の人口においては，1965年に 4,081
人であったのをピークに現在まで人口減少が続
いている。また，高校以上の教育機関が立地し
ていたこともなく。中学校終了後には高校進学
等のため村外へ通わなければならず，若年層の
流出が今までの大きな課題である。この村での
主要な産業は農業である20が，高齢化の進展に
19　1977年 6月当時の時刻表（p. 211, p. 462）を参
照すれば，妻駅から熊本県の湯前駅までの国鉄
バスは 1日平均 4便程度，宮崎駅から妻駅まで
の妻線は 6往復運行されていた。特に，当時の
宮崎駅から妻駅までは，鉄道では約 40分，バ
スではおおよそ 60分程度であった。しかし，
当時の宮崎交通において宮交シティ-妻間は
7 : 00～19 : 00代において 10～20分おきに 1本
運行があったことから，圧倒的に輸送力におい
てはバスの方が当時から優位に立っていたとい
える。
20　わがマチ・わがムラの HP（http://www.machimura.
maff.go.jp/machi/contents/45/403/details.html）で
は，作付け作物，農業産出額については掲載さ
より全国に先駆けて「日本型ワーキングホリ
デー」を始めたことで知られている。
しかし，前田（2004）によれば，必ずしもワー
キングホリデーが西米良村の地域経営としての
最終目的ではなく，あくまでもその一部である。
とりわけ，西米良村においてはかつて盛んで
あった「林業」，「椎茸」の生産が衰退したもと
での地域づくりの一環としてはじめられたもの
である。
西米良村のワーキングホリデーの社会的な背
景について図 3-2を総合的に見れば，西米良村
においては人口減少，高齢化，情報量が課題で
あったのに対し，社会的とくに都市部において
はコミュニティの崩壊と今後の生き甲斐に課題
があったといえる。つまり，共通する目的とし
て，西米良村が有していた課題を日本版ワーキ
ングホリデーという形で農作物の収穫などの農
業従事に観光客を労働力として投入すること
で，社会的（都市部）に人々が抱えていた課題
を，「交流」という形で見出したと捉えられ
る21。さらには，日本版ワーキングホリデーに
加え，インターンシップ，中山間地域盛り上げ
隊（地域おこし協力隊）といった交流プログラ
ムを活用している22。とりわけ，西米良村が直
面している大きな課題としては，人口減少に伴
う労働力の不足である。このことは，農業にお
いては収穫期の労働力不足，商工業においては，
事業承継に加え，とりわけ村内の宅配需要に向
けたビジネスモデルの構築をはじめ商店街活性
れているものの，経営体数が少ないことから細
かな数値は公開されていない。
21　さらには，前田（2004）では，西米良村の総合
的な開発として温泉施設の「ゆた～と」，「双子
キャンプ場整備」などの受け入れ態勢を通じた
「8つの庄づくり」についても紹介しているが，
本稿では西米良村の開発計画については重要な
テーマであることは認識しているものの，これ
についての詳細は，前田（2004）を参照された
い。
22　「西米良村　人口ビジョン　まち・ひと・しご
と創生総合戦略」（https://www.pref.miyazaki.lg.jp/
shichoson/kense/shichoson/documents/ 22900_ 
20160502162635-1.pdf），p. 1.
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化，食品加工設備の整備，労働力の不足，イン
ターネットを活用した村民への商品情報提供23
といった，労働集約的な部門での人手不足が顕
著である。これらの課題の解決は，地域で生産
される付加価値額の上昇に寄与することからも
改善や課題の解決が急がれるところである。
また，西米良村の場合，人口減少と高齢化が
進む中で先に中央政府によって推進された平成
の大合併で近隣市町村と合併しなかった理由と
して，先出の前田（2004）によれば，東米良村
が経験した状況が躊躇させていると指摘す
る24。先に見たように 1962年の東米良村と西都
市との吸収合併によって，「住民票をとるにも，
また何かの補助金をもらうにも西都市の市役所
に行くことになる。そもそも合併した理由の一
23　「西米良村　人口ビジョン　まち・ひと・しご
と創生総合戦略」，pp. 30-31.
24　前田（2004），pp. 143～144.
つに，行財政の問題や福祉・教育の問題がある
わけで，そうした西都市への依存心は急速に遠
隔集落の力をそいでいく。（中略）当初西米良
村の約七割近くあった東米良地区の人口は十分
の一近くまで急速に減少し，現在では西米良村
の三分の一位になっている」25という現状が，
25　同上，p. 144.さらには，地域はやや異なるもの
の，先の西都市寒川地区においては，著しく高
齢化が進んでいたものの 1989年時点で，集落
13人中自動車運転免許を保有しているのは僅
か 2名である。また，当時は寒川集落から西都
市三財までタクシーで約 2,000円，西都市中心
部まで約 3,000円であったとされる（宮崎日日
新聞社報道部ふるさと取材班編（1990），pp. 49
および p. 58）。また，1966年における宮崎県全
体の自動車保有台数は，自家用車 13,974台，
貨物車 41,046台，乗合車 960台，特種（殊）
車 1,284台，二輪車 8,136台であることから（一
般社団法人自動車検査登録情報協会より），現
在とは自動車の用途が異なり貨物車量が多いこ
とから，当時の東米良村においても西都への移
動は，バス等による公共交通機関が主であった
図 3-1　宮崎県西米良村における人口の推移と予測
　　　 出典 : RESAS（地域経済分析システム）による人口マップ・人口増減による。
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現在でも（西米良村が）独立した自治体として
存続している理由の 1つではあるものの，さら
に現在においては，村民の就業者 1人当たりの
所得が 8,234千円と宮崎県の平均の 118.7%
（2012年度）26といわば稼げる村としての地域経
営力があることも大きいと思われる27。
と考えられる。そのような時代背景もあり，旧
東米良村の合併後に急速に人口が減少したとも
みることができよう。
26　宮崎県のホームページ「西米良村」（https://www.
pref.miyazaki.lg.jp/shichoson/kense/shichoson/
documents/22900_20160502162635-1.pdf）を参照。
27　西米良村の村民のコミュニティについて前田
（2004）では，地区集落ごとに株式会社に見立
ててそれぞれの集落が独立採算的に自立的な地
一方で，人口の推移を示した図 3-1に即して
見ていくと西米良村では以前より農業が盛んで
あること，高齢化，人口減少による労働力の慢
性的な不足があったことは容易に想像される。
　4.　中山間地域における交通と物流
4-1　現在の宅配便と路線バスの経営環境
本稿の第 2章の後半でも述べたように，近年
域経営の方向性についての言及が見られ
（p. 135）るが，伝統的に西米良村では，集落内
の住民同士の結び付きが強いコミュニティの存
在が大きいと思われる。
図 3-2　「西米良村の日本型ワーキングホリデー」が発想された背景
　　　 出典 : 前田（2004），p. 109.より引用。
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ではネット・ビジネスや SNS（Social Network 
System）の普及に見られるように，情報化が
身近な存在になっている。そのような社会環境
の中で，現在の物流とくに宅配便等においては，
その需要が急増している。例えば，国土交通省
が公表している「平成 28年度　宅配便取扱実
績について」によれば，宅配便取扱個数は
2016（平成 28）年度においては，4,019（百万個）
であるなど増加傾向にある。とりわけ，⻆井
（2017）でも指摘されているように，「再配達」
によるロスも看過できず，そのためドライバー
の過重労働にもつながっており28，従業員の慢
性的な不足が内在している。つまり，現在の宅
配便市場は，顧客の超過需要に対して，従業員・
従事者が慢性的に不足している労働の供給量の
過小であるといえよう。
一方で，近年の公共交通機関とくに地方に
おける環境は厳しい。少子高齢化や地方財政
の逼迫，公立学校の統廃合や沿線自治体の人
口減少により潜在的な需要も落ち込んでいる
現状にある。同時に路線バスの運行は地方に
おいては代替交通手段が少ないなど「生活路
線」として認識されており，中央政府や地方
政府から様々な補助金が用意されている29もの
の，路線バスを運行している企業にとって，
28　⻆井（2017），pp. 15～20.
29　国土交通省が 2007（平成 19）年 5月 31日付で
公表している「国の地方バス路線維持費補助制
度の概要」（http://www.mlit.go.jp/jidosha/sesaku/
jigyo/bus/hojo/gaiyou.pdf）によれば，（1）生活
交通路線維持費補助では，乗合バス事業者を対
象に，路線維持費補助，車両購入費補助を国が
1/2，都道府県が 1/2の補助負担する事となって
いる。また（2）生活交通再生路線運行費補助
として，乗合バス事業者及び市町村に対して，
路線運行費補助，設備整備費補助，車両購入費
補助を定めており，運行費および車両購入費に
ついては国が 1/2，都道府県が 1/2，設備整備費
については，国が 1/4，都道府県等が 1/4の負
担をする補助制度となっている。ここで，（1）
の路線維持補助費および（2）の路線運行費補
助は，それぞれ補助対象経費と経常収益の差額
（補助対象系統ごと）であり，一定の限度額を
設定している。
資金調達は非常に厳しいのが現状である30。と
くに，1970年代のモータリゼーション以降，
全国的に自家用車（マイカー）が普及したこ
ともあり，公共交通からマイカーを中心とし
た私的交通に移動手段の需要が変化したこと
がある。そのため，現在では多くの乗合バス
事業者が赤字経営であり，同時に国や都道府
県による補助金制度はあるものの，路線の維
持が中心であり，事業者自体の企業経営その
ものには与しないのが現状であろう。そのた
め，企業としてはコスト削減策として運行頻
度の減少，さらには高い運賃体系といった利
用者においては不便さを強いられることと
なっている。そのような沿線人口の減少に加
え利用者の減少という環境下の下で地方の路
線バス事業者の経営破綻や経営譲渡（例えば，
青森県の南部バスが岩手県北自動車へ経営権
の委譲など）する例も見られる。
このように，宅配便と乗合バス（路線バス）
を取り巻く利用者の需要については対照的な状
況にある。特に，高齢化が著しい地方において
は，情報網の発達による小売店のデリバリー
サービスやネット・ビジネスによる宅配便利用
と自らが買物に出向く行動との代替関係にもあ
ると思われる。そのため，地方において乗客の
多くない路線バスと宅配便との「客貨混載」の
可能性について現地で実施したヒアリングで得
られた内容を基に以下では見ていく。
4-2　 宮崎交通「西都-西米良線」における客
貨混載輸送
宮崎交通株式会社（宮崎市）は 1926年の創
業以来31，現在までバス事業を中心に宮崎県内
30　山崎（2008）はデータそのものは現在となって
は旧いものの，2006年度の経常収支は，227の
民営事業者の内，約 67%の事業者が赤字，公
営バスにおいては 27の事業者全部が赤字であ
り，その当時にあって補助金の交付等による路
線の維持は限界に近く，新たな発想による対応
が求められると指摘している。
31　宮崎交通は，1926年に岩切章太郎によって創
業され，鉄道（南宮崎－内海間の宮崎鉄道，
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全域で展開している。宮交グループ会社案内
（p. 3）によれば，2005年 1月 18日には産業再
生機構による支援決定がなされるも，2006年
10月 28日には資金再調達（リファイナンス）
により債務を全額弁済し産業再生機構の支援が
終了した。経営危機に直面した経験はあるもの
の，爾来約 90年間にわたり事業を継続している。
現在，西都市には西都営業所を設立してお
り，西都市を中心に宮崎市，高鍋町，国富町，
西米良村などを結ぶ乗合バス路線を運行して
いる。
前章でやや詳しく見た西都市から西米良村
への路線は，かつては国鉄バスにより西都市
妻から熊本県湯前まで運行されていたが，現
在では，宮崎交通西都バスセンター～西米良
村村所までを宮崎交通，村所～湯前間を西米
良村営バスが運行している。路線としては，
国道 219号線を通行するルートで，現在は表
4-1に示すとおり，西都バスセンター～村所間
については 1日 4往復（日曜・祝日は 3往復）
を片道約 90分で運行している。また片道あた
りの運賃は 1,670円／人であり，大型車両が使
用されている。
一方で，ヤマト運輸株式会社の営業所も西都
市に立地しており，西米良村への配送業務も当
該営業所の範囲である。前に見たように西都市
と西米良村の間には東米良村がかつて存在して
いたが，現在では人口が激減しておりバス利用
者，宅配便利用者の沿道の潜在的需要は少ない。
さらには，貨物輸送を主たる業務としているヤ
マト運輸においても宮崎交通と連携した事業で
ある，客貨混載便を開始する前には独自に集配・
戸口への配達を行っており，路線バスと同一の
ルートを走行し，片道 90分程度を要していた。
つまり，両社ともに営業所の所在地や乗務員や
1962年国鉄に売却し現在は JR日南線の一部
分），バス事業を中心に宮崎県の観光整備にも
傾注してきた。創業の黎明期から昭和 40年代
の宮崎交通株式会社の経緯については，「岩切
章太郎」，『私の履歴書　昭和の経営者像 3』所収，
pp. 221-278を参照されたい。
SD（セールス・ドライバー）の勤務地，走行ルー
トは同じであり，それらを客貨としてまとめる
ことで主としてヤマト運輸が抱えているロスを
軽減できるといえる。さらには，前章で見た，
西米良村の課題として，村内の宅配需要に向け
たビジネスモデルの構築においても，担当する
SDが村内に滞在できることから，集荷・集配
にあっては，以前より高いサービスを提供でき
ると考えられる。
そのような地理的，経済的な背景もあり，
2015年 10月より西都バスセンター～西米良村
村所間における宮崎交通の乗合バスによる「客
貨混載」が開始された。乗合バスと宅配便の客
貨混載は，2015年 6月より岩手県の宮古市と
盛岡市を結ぶ都市間バス路線において岩手県北
自動車とヤマト運輸株式会社の連携による先行
的な事例もあるが，岩手県のケースでは都市間
バスであることから，中・長距離用の車両を使
用しており，貨物室が当初から設置されていた
ことにより，小規模な車両の改造で済んだが，
宮崎交通においては路線バスの車両を改造しな
ければならないという従来までの車両とは異な
り，抜本的な改造が必要であった。さらには，
2017年 9月より西米良村の特産品である西米
表 4-1　西都市－西米良村間の運行時刻
主な停留所
西都バスセンター 東米良診療所 村所
10 : 20 11 : 06 11 : 46
12 : 40 13 : 26 14 : 06
15 : 30 16 : 21 17 : 01
17 : 30 18 : 16 18 : 56
 7 : 31  6 : 45  6 : 05
 9 : 16  8 : 30  7 : 50
14 : 26 13 : 40 12 : 55
18 : 31 17 : 45 17 : 00
注）　斜体平日・土曜日のみ運行
出典 :  宮崎交通ホームページより，時刻を検索
し著者作成（2017年 11月）。
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良サーモン32を海外（香港）へ直送という販路
開拓がなされるようになった。そのような国際
的な輸送への事業拡大という事例のため，全国
初の路線バスを利用した客貨混載，ともいわれ
ている33（図 4-1参照）。
一方で，現在ではヤマト運輸と各地方の乗合
バス事業者や地方私鉄との連携によって，客貨
混載便の運行が実施されている34。「客貨混載の
法的な根拠」として道路運送法第 82条では「（1）
一般乗合旅客自動車運送事業者は，旅客の運送
に付随して，少量の郵便物，新聞紙その他の貨
物を運送することができる。（2）貨物自動車運
送事業法第 25条第 1項の規定は，前項の規定
により貨物を運送する一般乗合自動車運送事業
32　西米良サーモンとは，1990年にドナルドソン
ニジマスとエゾイワナを掛け合わせた開発され
た西米良村の養魚場のオリジナル品種である
（ヒアリングに基づく）。
33　本節の内容については，2017年に実施した当地
でのヒアリングに基づく。また併せて，ヤマト
運輸株式会社の当該事例のホームページ（http://
www.yamato-hd.co.jp/news/h29/h29_60_01news.
html）を参照した。
34　2017年度の CSR報告書（http://www.yamato-hd.
co.jp/csr/report/pdf/2017_WEB.pdf）
 では，客貨混載について北海道，岩手県，兵庫
県，熊本県，宮崎県の 1道 4県でヤマト運輸と
地域の乗合バス事業者の間での連携による行わ
れている。
者について準用する」35と定められている。こ
のことは，かねてより少量ならば乗合バスでも
貨物輸送可能であるが，あくまでも客貨である
ことから旅客輸送に支障を来さない限りにおい
て認められると解釈される。
4-3　客貨混載の技術的・実務的部分の検討
本節では，実際の宮崎交通とヤマト運輸の連
携による客貨混載の技術的な側面と実務的な部
分についての検討を加えることとする。先の表
4-1を基に宮崎交通の車両の運用について大ま
かなダイヤグラムを描いて見ていくと，図 4-2
の通りである。
図 4-2を見れば明らかなように，西都バスセ
ンターを基点として 1日当たり稼働している車
両は 2台で済む。事業者（企業）としては利潤
最大化という目的に即せば，当然のことではあ
るがコストを抑えるという意味において必要最
小限の従業員と資本（この場合は車両）が少な
い方が良い。そのため，宮崎交通においては，
当該路線の車両は 3両用意している。特に，先
述したように，保冷専用タイプ（クール便）の
貨物に対応した設備を加えていることから，こ
れらの 3台はこの路線の専用車両となってい
る。客貨混載のための対応としては，現地での
ヒアリングによればバスの車両の 6列 12席分
を取り外し，その部分に縦 197 cm，横 73 cm，
高さ 64 cmの荷台を設置している。また，山間
地域の走行に備えて荷物や荷台の蓋の固定は当
然であるものの，破損，盗難，情報管理の各リ
スクへ備えて蓋に鍵が 3カ所かかるようになっ
ている。
貨物の集配については，西都市から西米良村
35　国土交通省自動車局監修『注釈　自動車六法 平
成 25年度版』，第一法規，p. 22.参照。なお，
同法第 2項に記載されている貨物自動車運送事
業法第 25条第 1項は，公衆の利便を阻害する
行為の禁止を定義しており，「一般貨物自動車
運送事業者は，荷主に対し，不当な運送条件に
よることを求め，その他公衆の利便を阻害する
ような行為をしてはならない」と規定されてい
る。
図 4-1　客貨混載便の側面
　　　  出典 : 2017年 11月著者撮影。
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へ向かう便の場合，ヤマト運輸西都営業所に集
められた米良方面への貨物を西都バスセンター
にバスの発車時刻に合わせ配送し，バスセン
ターの敷地内で積み込み（図 4-3），その後，
路線バスの営業をしつつ，終着の西米良村村所
到着後にヤマト運輸が引き取り36に来て，各届
け先に配送するという流れになっている。より
具体的には，図 4-4に示すとおりである。図
4-4では，東米良診療所バス停での荷捌きが 5
分程度記載されているが，2往復設定されてい
る混載便の内，図 4-4に記載されている便のみ
が東米良での荷扱に対応している。
36　西米良村村所は，村内の交通の拠点となってい
る。ここは，かつて国鉄バスが運行していたと
き，国鉄バスの駅として村所駅として営業して
いたが，現在は公営の施設となっている。
このように，ヤマト運輸と宮崎交通の連携に
より，運行ルート上の人口が少ない山間地域の
輸送に寄与しているが，それぞれの企業につい
ては，「企業の社会的責任（CSR）37」の 1つであ
る。同時にヤマトホールディングスでは，この
客貨混載の利点を次のように強調している38，
「（1）宮崎交通は路線バスの空きスペースで宅
急便を利用することで，バス路線の生産性を向
上し，路線網の維持につながる新たな収入源を
確保。（2）ヤマト運輸は両地区を担当する SD
37　企業の社会的責任の理論的な部分については，
例えば大月・高橋（1986），pp. 63～68.を参照。
38　ヤマトホールディングス CSR報告書（http://
www.yamato-hd.co.jp/csr/report/pdf/2017_WEB.
pdf），pp. 18-20.なお，報告書においては文語
体で記載されているが，本稿に引用する上で，
センテンスの区切り，体言止めとした。
図 4-2　西都市－西米良村のダイヤグラム
　　　  注）: 太線は客貨混載便，細線は一般的な路線バス（表4-1に示した時刻表を基に作成）
図 4-3　宅急便から路線バスへの積替えの様子
　　　  注）左側写真は荷物の積み替え風景，右側写真はトラックからバスへの積替え台
　　　  出典 : 2017年 11月西都バスセンターで著者撮影。
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が西都宅急便センターに戻る必要がなくなるた
め，現地に滞在できる時間が増え，当日発送の
集荷締め切り時間を 17時まで延長でき，集配
車両の走行距離を削減できることから，CO2
の排出量も低減，（3）地域住民にとっては，路
線バスの路線網が安定的に維持されることで，
都市部の病院やスーパーなど多様な施設にアク
セスできることで，生活基盤の維持向上につな
がり，SDが両地区に滞在できる時間が増える
ため，配達時間の変更にも柔軟に対応でき，集
配時に異変に気が付いたとき，自治体に『見守
り支援』を行う事で地域住民の生活サービスの
向上につなげられる」としている。
この中で，地域経済・経営の観点から，重要
な点としては宮崎交通のバス路線の生産性の向
上，と同時にヤマト運輸の集荷締め切りを 17
時まで延長できたということである。生産性の
向上としては，従来ならば旅客輸送のみでの収
入と赤字分は行政からの補助金による補填のみ
であったのが，輸送実績に応じてヤマト運輸か
ら宮崎交通への輸送に係る収入があることは，
大きいであろう。また集荷の締め切り時刻が
17 : 00まで延長されたことは，野菜，花卉，果
樹，鮮魚など西米良村での主たる生産物で，あ
る鮮度が求められる商品の輸送においては大き
く利便性が向上したといえる。
特に，西米良村では先に記したように「西米
良サーモン」が特産品の 1つである。とりわけ，
西米良サーモンの流通としては，小売店などに
は流通せず，直接飲食店などに卸すという直売
型であり，産卵・孵化から生育，出荷までの全
ての行程を村内の養魚場で一貫して行ってい
る。2017年 9月 15日より，この西米良サーモ
ンを香港に輸出するという販路拡大に乗り出し
ている39。現在では，図 4-5のように，17 : 00
西米良発の客貨混載便を利用しており，翌々日
の午後には香港に到着するという流れになって
いる。
図 4-5からも明らかなように，宮崎空港→羽
田空港→那覇空港→香港と航空貨物便の影響も
あり，非常に複雑で長いルートを経て輸送され
ている。しかしながら，以前のヤマト運輸単独
で輸送していた場合の，集荷の〆切は午前 9 : 00
であり，香港への到着はほぼ同じ時刻であった
ものの，現在の客貨混載後は養魚場での集荷が
16 : 30に延長40され，より高い鮮度を持って輸
送できることから，今まで以上の高付加価値化
が期待でき，それに客貨混載便の存在が寄与し
ているといえる。さらには，あくまでも西米良
サーモンに輸送品目が注目されがちではあるも
のの，それ以外の事業所，個人などの宅急便利
用者にもその効果は供している。特に，西米良
村 17 : 00の便は，前年（2016年）比の約 2倍
39　ここでの記述は，2017年 11月に実施した西米
良村の養魚場でのヒアリングに基づく。
40　日刊水産経済新聞 2017年 9月 19日付記事「路
線バスで養殖サーモン高鮮度輸出，ヤマトと宮
崎交通」
図 4-4　客貨混載便の具体的な流れ
　　　  出典 : ヤマトホールディングス CSR報告書
　　　  （http://www.yamato-hd.co.jp/csr/report/pdf/2017_WEB.pdf），p. 18より引用。
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の取扱量41になるなど，西米良村から村外への
貨物量のそのものが増加している。つまり，宮
崎交通としては，西都-西米良の車両において
は，保冷専用ボックスを搭載するため，車両内
部の改造をすることで対応しているため，どう
してもこれらの車両は西都-西米良線に限定さ
れる運用となってしまう（例えば図 4-1）。
さらには，バスの車両においては，先述した
とおり，当初の車両よりも 12席少ない定員と
なっており，さらには専用の車両のため，西都
市-西米良村間において客貨混載が設定されて
いない便にも利用されている。そのため，1日
当たり 96席の定員減となっているが，それ以
上の貨物輸送による収入が期待されることか
ら，宮崎交通もヤマト運輸からの提案を受け入
れたとみることが出来る。つまり，旅客輸送の
定員減少で失われる機会費用よりも，貨物輸送
による収入の期待値の方が上回っていたと言い
換えることができよう。
さらには，ヤマト運輸としては，本章の初め
に述べたように，逐一西都市から西米良村間を
集配や戸口配達のために移動していた。現在は，
1日 2往復の客貨混載便が設定されており，ピー
ク期を除けば積み残し等は現時点では発生して
いない状況42からも，平常時においての当該区
間の貨物移動量は相対的に多くないと推察され
る。つまり，配達時間帯より最低でも 90分以
41　これらの宮崎交通，ヤマト運輸については，現
地でのヒアリングによるところが大きい。
42　ここでの記述は，ヒアリングに基づく。また，
貨物が多く，バス内のスペースでは間に合わな
い場合には，別途，ヤマト運輸の車両による通
常の集配が行われる。
上前に営業所を出発しなければならなかった場
合と異なり，まとめて輸送することで規模の経
済性が働くことによる，貨物 1個当たりの輸送
コストの低減というメリットをヤマト運輸は受
けているといえる。
このように，本稿で取り上げた西都市-西米
良村の客貨混載便は中山間地域，山間地域をは
じめとした人口減少の著しい地域間での輸送に
関するビジネスモデルの一つとみることもでき
るが，当然課題も存在している。つまり，あく
までも客貨混載である以上，旅客輸送が最優先
されため，バスのダイヤ改正や路線の経路，行
き先の変更などが生じた場合には，ヤマト運輸
の集配時間等と合わないことも考えられる。さ
らには，積載できるスペースが限られているこ
とから，大型品や数量が多い場合には対応しき
れず，従来までの同一の方法を採用しなければ
ならない。そのような場合の特にヤマト運輸に
おける車両や SDのスケジューリングの柔軟性
が必要であろう。
　5.　まとめと今後の課題
以上，今まで見てきたように本稿では，宮崎
県の西都市，西米良村の概況については，文献
や資料を中心に，またこれらの 2地域を結ぶ輸
送なかでも路線バスによる客貨混載について
は，現地でのヒアリングやそれを補う意味にお
いて文献・資料も併せて考察してきた。
そのような中で，近年では「地域の時代」や
「地域力」という言葉が用いられる場合が多い。
これは単に従来までの中央政府が主導で行って
図 4-5　西米良サーモンの香港までの輸送経路
　　　  出典 : ヤマトホールディングスホームページ
　　　  （http://www.yamato-hd.co.jp/news/h29/h29_60_01news.html）より引用。
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きた全総等による都市部への一極集中とそれに
対応した地方の疲弊という反省ばかりではな
く，地域あるいは地方が自律的に存続できるよ
うな自助努力を要求しているとも見ることが出
来るだろう。そのような意味において，地域が
自律的に存続するためには地域経営の視点が重
要であるといえる。本稿では，西米良村の今ま
での取組・状況について第 3章で見たが，日本
版ホリデーワーキングを取り入れ，農山村の労
働力を観光客によって補完・代替するという構
造であった。さらには，西米良村の西米良サー
モンのように独自の技術で開発，販路拡大に取
り組んでいる。そのような地域内に存在してい
る様々な財やサービスの域外との交流・交易が
今後は求められるであろう。さらには地域の事
業所や個人が有する技術や知識を活用して総合
的にマネジメントしていくことも求められる。
また客貨混載輸送にも同様のことがいえると
思われる。旅客輸送と貨物輸送の融合はいわば
イノベーション（新機軸）であるとも言えるが，
同時に古典的な労働の代替と補完の関係につい
て山間地域という地理的な環境の中で客貨混載
という形で現れたともいえる。つまり，地域間
の輸送は，旧くて新しい問題であるとも再認識
されよう。
今後の課題としては，本稿がいわば研究の出
発点ともいえるが，強いて今後の課題として挙
げるならば，人口減少，高齢化が進展する中で，
どのように地域を自律的にマネジメントしてい
くのか，あるいは地域におけるマネジメントと
ガバナンスの両面から取り組んでいく必要があ
ると思われ，これの解明がある意味で本研究の
最終地点といえる。また，本稿の内容に即して
見れば，地域内における特定の企業のみに対象
を当てていた。しかし，本稿で見た企業以外に
ついても見ていく必要があるのに加え，客貨混
載便では，海外への販路拡大という話題性の高
い西米良サーモンの輸送に目が向きがちである
が，逆のルート，つまり西都市から西米良村方
面への貨物輸送の変化についても見ていく必要
があると思われる。また同時に西米良村はかね
てより日本版ワーキングホリデーに見られよう
に地域の現状を地域資源に変えてきた。このよ
うな西米良村のこれからの地域経営，地域政策
についても本稿では十分記述できなかったこと
から，今後はこれらの事例を取りまとめる必要
がある。
また，販路拡大，輸送，観光のような人や財・
サービスの移動に伴う事象において，情報が果
たす役割は非常に大きいと考えられる。本稿に
おいては，情報あるいは情報化について，殆ど
触れることが出来なかったことから，経営情報
の観点からの考察も今後の課題である，と著者
は考えている。
　追　　　記
本稿の校正を行っている最中に，本文中で展
開してきた宮崎交通とヤマト運輸との当該路線
における客貨混載に，新たに日本郵便が参画し
たことで複数事業者の貨物を混載する取組に拡
張された。これは，2018年 2月 20日に国土交
通省より「バスの客貨混載・共同輸送事業」と
して物流総合効率化法の対象に認定されたこと
で実現43したものであり，複数事業者での混載
は，わが国初の試みである。現在は，日本郵便
が利用するのは 17 : 00発の西米良村村所→西
都バスセンターへの片側 1便44のみであり，さ
らにこの取組は始まったばかりであることか
ら，今後の推移に注目したい。
43　宮崎交通のホームページよりダウンロード「日
本初！路線バスを活用した客貨混載で共同輸送
を 開 始 」（http://www.miyakoh.co.jp/news/down 
load/2018-02-20.pdf）
44　自動車業界のニュースを中心に配信している
Responseの記事「ヤマト運輸＋日本郵便，路
線バスの貨客混載で初の共同輸送　宮崎県」
（2018年 2月 20日配信）（https://response.jp/art 
icle/2018/02/20/306284.html）に基づく。
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